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視　点

（利益＋減価償却費）といった効果が得られなけ
れば、企業の存立自体が危うくなる。企業倒
産の９割は、投資の失敗が本質的原因との見
方もある。農業法人の事業立ち上げ期のよく
ある失敗も、施設運営コストに見合った売価
設定や安定的販路の確保ができず売上未達と
なった、生産技術を担う人材を確保できず生
産数量（＝売上げ）が不安定になった、年商を
大きく上回る設備投資・借入を行い資金繰り
が詰まった、という事例が多い。
銭勘定を経理担当者任せにしない経営者に

とって当たり前のことではあるが、長期債務
の弁済に対して固定資産の稼働は十分か、固
定資産見合いの借入金返済がキャッシュフロ
ーと見合っているか、というのが企業財務の
原則の一つである。
設備投資・それが生み出すキャッシュ・投

資の原資である借入、この３つのバランスを
とり余裕を持たせることが、経営の要諦の一
つと言える。

3　設備投資への農業経営者の目線
一般企業の設備借入金は、設備・建物の償

却期間をふまえ、キャッシュフローによる返
済期間は10年以内が望ましい、というのが金
融機関の見方である。借入金残高も年商の半
分程度は警戒水域、年商を超えると危険水域
とされる。
植物・動物の生き物を通じた経営である農

業は、天候・病気や価格変動などのリスクを
抱える。生産者が設備投資に取り組むうえで、
財務面から目安は何であろうか。

1　中小企業の経営哲学
10年以上も昔の話で恐縮だが、工作機械メ

ーカーの経営者が「月間600時間稼働する工作
機械を創り出す」と語っていた。１か月は30
日×24時間＝720時間だが、フル稼働しても加
工原料の据え付け、注油などのメンテナンス
も必要なので、600時間稼働が目標だ。減価償
却費と金利は寝てくれない、24時間コストと
してかかってくる。人が寝ている間も無人で
働く機械を開発すれば、人件費の安い国から
の輸入品にも勝てる、人手不足も克服できる
と熱い口調で話された。
ある食品会社の工場長は「１日24時間近い

安定的な工場稼働を目指している」と話され
た。それができれば、従業員の勤務時間が固
定化され人為的ミスが大幅に減る。設備の有
税償却も可能となり、後年度の大規模修繕や
高度化する追加投資のコストも賄えると。
どちらも、設備をフル活用し投資効果を実

現していく製造業の気概が伝わってきた。

2　設備投資の重要性
企業の成長のカギを握っているのが初期投

資・設備投資である。設備投資は企業の成長
につながり事業展開の原動力となる反面、固
定資産に見合った減価償却費・人件費・光熱
費・金利・租税公課が発生し、事後的には管
理不能な固定費となってコストアップをもた
らす。つまり、ランニングコスト（運営費用）
の大きさを規定するのがイニシャルコスト（設
備投資）である。
そして、計画した売上げ・キャッシュフロー

食農リサーチ部長　北原克彦
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策は、既存設備を活用しつつ省力化機器やヒ
ートポンプなど比較的少額の設備導入や現場
のノウハウ蓄積によって大きな効果を上げて
いる事例もある。
技術面でも、栽培に適した強い種子の確保、

従業員の管理水準確保、病気の目利きなど多
岐にわたる。自らの経営として責任を持って
事業経験を積み上げていくしかない。
先日、トマトと葉物野菜を生産している苫

小牧のＪファームを見学した。将来の需要変
動を見越した柔軟性を持った施設設計の環境
制御型高軒高ガラスハウスであった。機械任
せのマニュアルどおりの管理ではなく、さま
ざまな事業改善に取り組み、施設園芸の目安
である１㎡当たり売上げ10千円を大きく上回
るレベルに到達していた。トマトの反収と糖
度のトレードオフ関係を改善する栽培管理の
検討、数多くの試験栽培によって反収と価格
バランスの最適品種の選定、効率的な人員配
置、エネルギーコスト削減、高単価の輸出販
売実現など、日本人のモノ作り精神を感じる
取組みであった。

（きたはら　かつひこ）

酪農生産者から「乳牛１頭で背
負える借金は150万円前後までと
言われるが、それはなぜか」と聞
かれる。家畜のライフサイクルに
基づいた、１頭当たりの売上げ・
キャッシュフローと借入金額・返
済期間のバランスを分かりやすく
表現したものである。
設備資金の借入期間も同様に、

償却期間・耐用年数に合わせるの
が原則である。設備投資の前に、
経営全体の総合的な長期見通しや
環境や価格変動リスクを考慮した
事業計画を策定したい。その際、投資実施３
～４年後に巡航速度となった経営の財務目線
を例示すると、①総資本回転率１回転となる
売上高の実現、②売上高キャッシュフロー比
率10％となる資金確保、③売上高借入金残高
比率50％への借入金削減である。この水準に
到達すると数年後の設備更新・追加投資も視
野に入る。

4　施設園芸の経営と設備投資
農業のなかでも施設園芸は高額な設備投資

を要する。統合環境制御装置一式をそろえた
施設は、最低でも10a当たり30～40百万円以上
となる。ランニングコストも設備に見合った
減価償却費のほか、野菜は労働多投型のため
人件費や環境制御の光熱費が固定的にかかる。
そのため、周年栽培による回転率重視（≒固定
資産に見合った売上確保）の事業運営となる。
投資前には事業戦略を十分に吟味すべきで

ある。どのような品質・価格の野菜を作り、
どの市場へ販売していくのか。事前にマーケ
ティングを行い、重量当たり付加価値の高い
栽培品目の選定が必要となる。
また、主要コストである人件費・光熱費対

施設野菜 きのこ 稲作 酪農
（都府県）

経営規模 栽培面積
15,599㎡

出荷数量
540.3トン

作付面積
2,938.3a

成牛頭数
198.1頭

売上高 138.5 437.2 60.6 246.6
減価償却費 11.6 31.6 5.9 29.2
キャッシュフロー（CF） 11.7 64.5 9.7 45.0
長短借入金 78.3 305.3 33.8 122.6
固定資産 73.0 295.3 41.0 181.9
総資産 111.9 474.5 70.5 268.3
総資本回転率（回） 1.2 0.9 0.9 0.9
売上高CF比率（％） 8.5 14.8 16.1 18.2
売上高借入金残高比率（％） 56.5 69.8 55.8 49.7
資料 日本政策金融公庫  農林水産事業本部「平成27年農業経営動向分析結果」
（注）　長短借入金には役員借入を含まない。固定資産には繰延資産を含む。

第1表　 農業法人の経営動向
（単位　百万円）
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小幅に増加している。（第１図）。

出荷量の内訳をみると、80年以降、夏秋は

減少傾向にある。一方、冬春は緩やかに増加

し、93年以降、夏秋の出荷量を上回り、16年

時点で出荷量全体の56.7％を占めている。こ

のように、冬春の出荷量が増加したことで、

月平均（16年中）の冬春（5.4万トン）と夏秋（5.8万

トン）の出荷量の差は縮小し、周年供給が進ん

でいる。

2　主産地では熊本の伸びが著しい

次に、冬春の主要産地の出荷量の変化につ

いてみていくことにする。第１表は、上位５

県の出荷量等について16年と11年を比較した

ものである。16年の出荷量は熊本が10.1万トン

で最も多く、次いで愛知（4.0万トン）、栃木（2.8

万トン）、千葉（2.2万トン）、福岡（1.6万トン）の

順となっている。16年までの５年間の変化を

2015年のトマト産出額は2,434億円で、野菜

産出額（２兆3,916億円）の10.2％を占め、野菜の

なかでも最も産出額が多い品目である。

そこで、冬春トマトに焦点を当て、都道府

県別にみた出荷量の最近の特徴的な変化を紹

介する。

1　冬春トマトの生産拡大

トマトは主な出荷時期によって冬春トマト

（以下「冬春」）と夏秋トマト（以下「夏秋」）に分

けられる。冬春は、ハウスで栽培され、出荷

は12月から翌年６月までの７か月間である。

夏秋は雨よけや露地での栽培が主体であり、

７月から11月にかけて出荷される。

出荷量の推移をみると、冬春と夏秋の合計

は1979年の93万トンをピークに大きく減少し、

80年代半ばから00年まで、ほぼ横ばいで推移

した。その後緩やかに減少したが、10年から

研究員　福田彩乃

トマト生産をめぐる最近の傾向
─ 主産地以外でも拡大する生産 ─

11年 16年
出荷量
の

11年比
増減率

出荷量
全国
合計に
占める
割合

出荷量
全国
合計に
占める
割合

全国 357,700 100.0 380,100 100.0 6.3
1位 熊本 80,300 22.4 101,300 26.7 26.2
2位 愛知 39,800 11.1 40,400 10.6 1.5
3位 栃木 26,500 7.4 27,600 7.3 4.2
4位 千葉 22,700 6.3 21,900 5.8 △3.5
5位 福岡 16,700 4.7 16,200 4.3 △3.0

上位5県合計 186,000 52.0 207,400 54.6 11.5
資料 第1図に同じ

第1表　 冬春トマトの出荷量比較（上位5県）
（単位　トン、％）
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資料　農林水産省「野菜生産出荷統計」

第1図　トマト出荷量の推移

冬春トマト
夏秋トマト 冬春トマト割合（右目盛）
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これらの県では、環境制御型の高軒高ハウ

スで栽培を行う大規模経営体が、新たに生産

を開始したことが影響しているものと考えら

れる。

山梨の状況を具体的にみると、県内でも特

に北杜市において、12、13年にトマト栽培を

行う複数の大規模経営体が設立された（第３

表）。長い日照時間や豊富な水資源等の環境条

件のもと、行政からの支援が設立を後押しし

たものとみられる。そして14年以降、それら

経営体は順次生産を開始し、県農政部による

と、16年頃から、生産が軌道に乗り始めてい

るという。

このように一部地域で大規模経営体が設立

された影響等もあり、山梨では96年から減少

傾向にあった作付面積が15年以降、増加に転

じている。そして生産が本格化したことによ

り、県全体の出荷量の拡大にもつながってい

る。

大規模経営体による施設園芸の展開は、今

後も全国的に拡大していくものとみられる。

こうした取組みが、当該地域の農業構造にど

のような変化をもたらすのか、引き続き注目

していく必要がある。
（ふくだ　あやの）

みると、順位に変化はないが、これら主産地

の出荷量が全国合計に占める割合は52.0％か

ら54.6％へと上昇している。

それぞれの県の動きをみると、千葉、福岡

は出荷量が減少しているが、熊本、愛知、栃

木は増加している。

11年比増減率をみると、熊本（26.2％）は愛知

（1.5％）、栃木（4.2％）と比べて伸びが大きく、

全国合計に占める割合も22.4％から26.7％へと

上昇している。熊本では、近年、八代市や玉

名市を中心とした地域で、主に個人農家によ

る低コスト耐候性ハウスの導入が進んだ。出

荷量増大の背景には、農家の規模拡大による

作付面積の拡大が一因としてあげられる。

3　主産地以外は大規模経営が牽引

また、主産地以外でも出荷量の増加がみら

れる。11年比で30％以上伸びているのは、宮

城（102.0％）、福島（67.2％）、兵庫（44.1％）、沖

縄（39.2％）、山梨（34.1％）であり、全体の伸び

率（6.3%）を大きく上回っている（第２表）。

設立年 生産開始年 施設面積
株式会社　A 12年 14年 2.29
株式会社　B 12年 15年 3.30
有限会社　C 13年 14年 2.18
資料 山梨県農政部資料より作成

第3表　 北杜市における大規模経営体の設立状況
（単位　ha）

出荷量 11年比
増加率
（b－a）/
a×100

11年
（a）

16年
（b）

11年比
増加幅
（b－a）

熊本 80,300 101,300 21,000 26.2
福島 3,440 5,750 2,310 67.2
宮城 2,050 4,140 2,090 102.0
栃木 26,500 27,600 1,100 4.2
兵庫 2,110 3,040 930 44.1
沖縄 2,270 3,160 890 39.2
山梨 1,850 2,480 630 34.1
資料 第1図に同じ

第2表　 冬春トマトの出荷量比較
（増加が大きい上位7県）

（単位　トン、％）
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マト栽培に適している。

2　生産と販売の概要

同社の施設は、３haほど（144m×208m）の高
軒高ハウスと、選果場等の0.4haの付帯設備で
ある。ハウスでは、20g以上の中玉トマト（栽
培品種：カンパリ、ごちそうトマト）と、ミニト
マト（同：スプラッシュ）を1.5haずつ栽培してい
る。
同社では、社員10名と地元のパート90名が

栽培に従事している。同社のような大規模施
設園芸経営が複数あり、生産拠点を北杜市に
設けたことによって、同市では地元住民の新
たな雇用機会が創出されている。
同社は、県内の量販店チェーンのみならず、

首都圏を中心とした県外の食品スーパー向け
にも販売している。量販店との取引では、卸
売市場等の中間流通業者を介さずに直接販売
している。直接取引では情報をダイレクトに
共有できる利点がある。量販店はトマトにつ
いての評価をフィードバックする一方で、田
中社長が量販店の店長会議等に出席し、生産

1　2016年から北杜市で栽培を開始

アグリビジョン株式会社（田中進社長、以下
「同社」）は、2016年から山梨県北杜市の大規模
ハウスでトマトの栽培を開始した。同社は、
人材育成に定評がある山梨県中央市の農業生
産法人サラダボウル等が中心となり、13年に
設立された。
もともとは山梨県と県内のとある自治体が

整備する農業団地を賃借して、トマトを栽培
する計画だった。しかし、土地所有者の一部
が農業団地の整備に反対したため、その計画
は実現しなかった。
そこで、企業の農業参入を受け入れた実績

があり、農地確保を含めたきめ細かい支援を
行っている北杜市で、トマトの栽培施設へ投
資することとした。栽培を始めるにあたり、
国は補助事業を通じて設備費の支援を行い、
山梨県や北杜市は同社に代わって利用可能な
耕作放棄地を探して営農できるように整備す
るなどの基盤支援を行った。大規模施設園芸
を営むためには、新たな農業参入に対する地
権者はじめ地元関係者の理解と、山梨県や北
杜市のような行政の支援が、極めて重要だと
田中社長は考えている。
これらの行政のサポートに加えて、北杜市

の環境条件も、同市に拠点を置いた理由であ
る。具体的には、日照時間が長く光合成が活
発に行われること、水資源が豊富なこと、標
高が高く夏期でも比較的冷涼でありトマトの
生育適温が保たれること、大消費地である首
都圏へのアクセスが良好なこと等が、施設ト

主事研究員　一瀬裕一郎

アグリビジョン株式会社による施設トマト栽培

同社施設の遠景。左半分が選果場等付帯設備、右半分が
高軒高ハウス

農林中金総合研究所 
http://www.nochuri.co.jp/
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また、安定的な経営に向けて、労務管理の
ほかに、施設・設備の生産能力と投資額のバ
ランスが取れているか、栽培する品種の選択
は適切か、等の点を重視しつつ、生産に取り
組んでいる。

4　大規模施設園芸経営の課題

わが国の高軒高ハウスの設置費用は、世界
的に大規模施設園芸経営で有名なオランダの
２～３倍とされる。設置費用の一部は補助金
で賄われるとしても、より一層費用を低減さ
せるには、資材供給業者にハウスの仕様を一
任するのではなく、農業経営者自らがそれを
決め、必要な資材をできる限り安価に調達で
きるようにすることも求められる。田中社長
は、農業資材の知識を増やし、資材供給業者
との交渉力を高めるには、農業経営者が自ら
勉強していくほかにないと語る。

5　地域にとって価値ある農業をめざして

田中社長は、このような大規模施設園芸を、
信頼できる地域のパートナーと取り組めるエ
リアへ展開していく方針という。今後、山梨
（施設面積3.0ha）を嚆

こ う し

矢として、岩手（同1.5ha）、
宮城（同3.0ha）、兵庫（同3.6ha）等の県域で、各
地域のパートナーと緊密に連携しながら、大
規模施設園芸経営を広げていく見通しだ。そ
のような展開の先に、「農業を地域にとって価
値ある産業にしたい」という田中社長の強い
思いがかなえられる日も、そう遠くはないだ
ろう。

　＜主要参考資料・WEBサイト＞
・ 一瀬裕一郎（2017）「オランダにおける耕種農業の概要と
大規模露地野菜経営」『農林金融』 7月号

・ サラダボウル http://www.salad-bowl.jp

（いちのせ　ゆういちろう）

者としての思いを取引先へ直接伝えている。

3　反収よりも労務管理を重視

施設園芸は一般に、作付面積の拡大を通じ
て売上げの増大を図るのではなく、土地生産
性の向上を通じて売上げの増大を図る農業部
門である。そのため、反収の向上を最優先課
題として、例えば国が推し進めている次世代
施設園芸拠点のように、反収について具体的
な数値目標を設定する農業経営が少なくない。
ところが、同社にとっては、反収は幾つか

あるKPI（Key Performance Indicator、重要業績
評価指標）のうちのひとつにすぎない。トマト
苗１株あたりの枝を増やし、高光度等の適切
な環境下で栽培するだけで、反収は容易に向
上する。しかし、反収を重視し過ぎると、１
週単位もしくは１日単位で必要労働投下量の
繁閑差が拡大し、現在の労働力では作業が回
らない時期が生じることとなる。
それゆえ、同社では反収よりも、総労働時

間の平準化を中心とした働きやすい時間管理
を重視している。品質のよいトマトを安定的
に生産し続けるためには、従業員が職場に愛
着を持って長く働いてくれることが重要だと、
田中社長は考えている。実際、従業員が対応
可能な作業量に抑えるために、16年には出荷
できるはずのトマトを房ごと廃棄したことが
あるという。
どのタイミングでどれだけの量を収穫でき

るか正確に予測することができれば、さらな
る労務管理の最適化へとつなげられる。その
ような問題意識の下に、NTTデータと連携し
て、17年に精緻な収穫予測手法の開発に取り
組んでいる。このように同社では、従業員に
過重な労務負担が生じぬよう、生産管理的な
観点から様々な取組みを行ってきた。

農林中金総合研究所 
http://www.nochuri.co.jp/
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仕組みに独自性がある。なかでも、ガスエン
ジンやバイオマスボイラーの排気ガスから、
植物の光合成を促進するうえで必要となる二
酸化炭素を調達する仕組みは注目すべきポイ
ントになっている（第１図）。
一般に、エンジンやボイラーからの排気は、

人体に有害な物質を多く含んでいるため、農
業施設内で活用することは難しかった。しか
し、JFEエンジの技術を応用すると、排気中
の有害物質を取り除き、二酸化炭素を高純度
で抽出し、厳しい自社管理値のもと、人体・
植物に無害な状態で温室内へ供給することが
可能となる。
Ｊファームでは、この技術を利用して、以

下二つの先駆的な取組みを実施している。
一つは、国内初となる大型ガスエンジン・

トリジェネレーションシステムの導入である。
トリジェネレーションシステムとは、ガス

エンジン等の稼働で生じる電気、熱に加え、
排気ガス中に含まれる二酸化炭素をも温室内

異業種から参入した企業が、本業の技術や
ノウハウを生かして、新技術を活用した農業
生産に取り組む事例が増えている。この傾向
は、オランダ型の環境制御システムなど、高
度な技術の導入を要する施設園芸で特に強く、
実際に高い生産性を実現しているケースも少
なくない。
JFEエンジニアリング株式会社（以下「JFEエ

ンジ」）が北海道で取り組むトマト生産の事例
もその一つである。

1　現在、北海道 2拠点で事業を展開
エネルギー分野や環境分野のプラント設計・

運営を本業とするJFEエンジが、アグリビジ
ネスへの参入を決めたのは2013年である。
同社が持つエネルギー技術を農業分野に応

用した、独自の農業生産プラントである「ス
マートアグリプラント」のEPC事業を推進し
ている。
参入決定後、まず13年10月の組織改正で、

農業関連業務全般を担当する「スマートアグ
リ事業部」を社内に新設し、続く13年11月に
は、北海道の農地所有適格法人アド・ワン・
ファームと共同で、北海道苫小牧にて、Ｊフ
ァーム苫小牧株式会社（以下「Ｊファーム」）を
別途設立し、生産事業を遂行するとともに、
国内外においてEPC事業を提案するための
種々のエネルギー実証や、栽培実証を行って
いる
（注）
。

2　排気ガス中の二酸化炭素を利用
JFEエンジが提案、実践するスマートアグ

リプラントは、エネルギー利用効率を高める

研究員　石田一喜

JFEエンジニアリング（株）による施設トマト生産

資料　ＪＦＥエンジニアリング（株）提供資料

第1図　多様なエネルギーの活用図
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単価が高い。Ｊファームが栽培する品種でも、
比較的平均糖度が高い品種の出荷価格は2,400
～2,500円/kgである。かつ、100g当たりの小
売価格が、国内の百貨店で540円、輸出先の香
港で700円台であることからも、市場の評価が
高いことがうかがえる。
Ｊファームは、今後こうした高糖度トマト

を年間約300トン（作付面積2.9ha強）出荷する計
画を立てている。その際、ポイントとなるの
は、糖度を維持したままでの収量確保である。
通常、糖度と収量はトレードオフの関係があ
り、糖度を上げるほど収量は低下すると言わ
れている。Ｊファームは、アイメック栽培や
独自の技術を開発するなど品種の選定、環境
制御の工夫によって、トレードオフからの脱
却を目指し、徐々に単収を向上させることに
成功している。
このように、プラントだけでなく、プラン

トを用いて収益性が確保される事業モデルを
提示できる点が、JFEエンジのプラント提案
事業の強みになっているのは間違いない。
また、こうしたJFEエンジの取組みは施設

園芸の技術革新を感じさせる内容であり、学
ぶべきポイントも多い。今後も動向を注視し
ていきたい。

（いしだ　かずき）

へ取り込むシステムである。これまでもエン
ジン発電出力10kW未満の小規模な実証は行
われてきたが、JFEエンジでは230kWの大規
模エンジンを導入し、毎時140kgの二酸化炭
素を供給している。
もう一つは、木質チップを燃料とする、300kW
のバイオマスボイラーの排気ガス利用である。
バイオマスボイラーの排気ガスは、ガスエン
ジンの排気ガス以上に多くの不純物を含むが、
フィルタによる浄化技術と二つの触媒技術を
通じた多段階の処理を行うことで、毎時150kg
の二酸化炭素の供給を可能としている。
その他、温泉熱利用をモデル的に行うなど、

地域で確保しやすいエネルギー源を使い、エ
ネルギー利用効率の高い施設園芸の可能性を
提案できるところにJFEエンジの強みがある。

3　糖度を追求したトマト生産を実践
14年６月に温室栽培用統合環境制御と養液

供給システムで世界最大のシェアを持つオラ
ンダのPriva社との協業を決定し、14年８月か
ら苫小牧でPriva社のシステムを利用した栽培
棟２棟（計1.5ha）でのトマトとベビーリーフの
生産を開始した。さらに15年12月には、栽培
棟を１棟増設し、現在は３棟（計2.6ha）に経営
規模が拡大している。
また、苫小牧に続く生産拠点として、16年

12月に札幌市内に1.6haの高糖度ミニトマト専
用の生産施設を完成させた。17年現在、Ｊフ
ァームの経営規模は道内２拠点、計4.2ha強に
なっている。
現在、生産事業を通じたノウハウを蓄積中

であり、なかでも注力しているのが、糖度が
10を超えるミニトマトの生産である。
一般に高糖度のトマトは生産が難しいため、

施設内では、植え方や利用する資材を変えた栽培実証も
行っている（農中総研撮影）

（注）JFEエンジの議決権は49％。15年 8月にJファー
ム株式会社に名称を変更済み。

農林中金総合研究所 
http://www.nochuri.co.jp/
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費の節減である。ヒートポンプだけでハウス
全体の暖房を行うことは初期費用が高く、ま
た、外気温が低いときに霜取り運転が必要な
ため、熱効率が低下するというデメリットが
ある。一方で、重油暖房機だけでは原油価格
や為替の変動を受けやすい。したがって、暖
房費のトータルコストを低く抑えるため、あ
かい菜園は、一般に普及しているヒートポン
プと重油暖房機を組み合わせたハイブリット
方式を採用している。
例年暖房が必要な時期は、10月下旬から翌

年３月までである。そのうち本格的な利用は
寒冷期（11～２月）の約４か月間である。あか
い菜園は、ヒートポンプによる暖房を優先し、
設定温度から２～３℃下回る場合に、重油暖
房機を稼働するようにしている。この結果、
周辺のトマト農家に比べ、10a当たりの光熱費
を20％削減している。

3　夏期栽培とヒートポンプの冷房利用
また、あかい菜園は、ヒートポンプの冷房

利用に、東北電力研究開発センターと共同で
取り組んでいる。当初、同センターはあかい

ヒートポンプは、電力を使って熱を発すも
のではなく、空気中などから熱を集めて運ぶ
技術を応用することで、省エネ効果が期待さ
れる。施設園芸では、ヒートポンプの導入が
徐々に進み、2015年時点で３万台程度に達し
たと推測されている

（注1）
。導入コストが高く、電

気の基本料金は使用状況と関係なく発生する
ため、年間を通じた効率的利用が求められる
が、現状では利用のほとんどが冬期の暖房に
限られている。
そこで、ヒートポンプを暖房としての利用

だけでなく、夏期の夜間冷房にも活用してい
る福島県いわき市のあかい菜園株式会社（以下
「あかい菜園」）の事例を紹介したい。

1　設立経緯と経営・施設の概要
あかい菜園は、市内の自動車部品メーカー

が製造部門の一部海外移転に際して、新たに
農業参入することで自社の地元雇用を維持す
るため、07年に設立された。
09年12月から1.0haのハウスで栽培を開始し、

14年３月に0.5haのハウスを増設した。現在、
1.5haの太陽光利用型の環境制御ハウスでトマ
トの長期多段どりの養液栽培を行い、生食用
を中心に20種類ほどのトマトを生産している。
ハウス内の温度制御に関連する主な設備は

第１表のとおりである。２つのハウス内に合
計22台の空気熱源ヒートポンプと12台の重油
暖房機が設置されている。また、ハウス内の
空気流動と熱が均一に伝わることを促すため、
85台の循環扇が導入されている。

2　ヒートポンプによる暖房利用
ヒートポンプを導入した当初の目的は暖房

研究員　趙　玉亮

施設トマト栽培におけるヒートポンプの夏期の冷房利用
─ いわき市・あかい菜園の取組み ─

主な施設 導入時期 台数 定格能力（kW）

1.0ha
ハウス

ヒートポンプ
09年12月

14
暖房時 28.0
冷房時 22.0

重油暖房機 8
循環扇 56

0.5ha
ハウス

ヒートポンプ
14年3月

8
暖房時 21.2
冷房時 20.0

重油暖房機 4
循環扇 29

資料 あかい菜園への聞き取りに基づき作成、以下同じ

第1表　 あかい菜園の主な施設

農林中金総合研究所 
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制御体積を縮小するなど、冷房効率を上げる
工夫を行っている。稼働時のハウス内の温度
は30℃超と高い。昼間に吸収した熱が支柱や
地面から徐々に放出されるため、８台のヒー
トポンプをフル稼働しても、設定温度の20℃
まで下がるのは、翌朝４時頃である。９月に
入って、施設内の最低夜温が20℃を下回るよ
うになれば、冷房利用を中止する。
実証試験による冷房利用の効果として、９

～11月の生産量が40％増加したほか、品質は
秀品率が60％から70％以上へ向上した。それ
に加え、冷房は除湿も期待できるため、高湿
に伴う病気や苗の欠損を減少させる効果もあ
ることが明らかとなった。こうした結果を踏
まえ、同社は17年から0.5haのハウス全体で冷
房として利用している

（注2）
。

4　効率的な利用方法の開発に向けて
本事例を踏まえると、ヒートポンプによる

効率的な冷房利用を検討するには、栽培時期、
ヒートポンプの種類と性能、ハウスの気密性、
電力契約の種類など多くの要因を考慮する必
要がある。あかい菜園は東北電力研究開発セ
ンターと３年間の共同研究を重ねることで、
ようやく一定の知見を蓄積することができた。
ただし、一般の生産者が独自に取り組むに

は専門知識や人材が不足するという課題があ
り、電力会社やヒートポンプメーカー側等と
の連携が重要であると考える。

（チョウ　ギョクリョウ）

菜園でヒートポンプの電力使用状況を調査し
ていた。その際、「ヒートポンプを冷房に活用
し、夏場の高価格期に生産を行いたい」との
話を受け、14年から共同研究が始まった。
一般的に、トマトの市場価格が高い９～10

月に出荷するためには、７月上旬に定植する
必要がある。しかし、定植時期が高温のため、
苗の根付きが悪く生育に支障が出たり、苗の
欠損が増えるなどの問題がある。生育不良を
抑えつつ、電気基本料金を上げないような効
率的な冷房の利用方法を検討することが必要
であった。
こうした課題に対して、同センターは、既

存の電気基本料金の枠内で冷房時に稼働可能
なヒートポンプの台数や栽培面積、電気料金
等を試算した。
一方、あかい菜園は上記試算に基づき、具

体的な利用方法を検討した。その結果、７～８
月は日中の太陽光が強く、冷房を稼働しても
ハウス内の温度低下が期待できないため、電
気料金が安価な夜間のみ利用することとした
（第２表）。
また、ヒートポンプの稼働開始時間は19時

からとし、稼働前にハウスの天窓を閉じるこ
とで気密性を高め、さらに、カーテンを閉めて

（注 1）林真紀夫（2015）「ヒートポンプ普及拡大と今後
の課題」『施設と園芸』No.169

（注 2）現状、あかい菜園は労働力の分散を図るため、
2つのハウスで異なる作型を採用している。した
がって、1.0haのハウスは通常の10月に定植を行っ
ており、冷房は利用していない。

1月 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
気象条件 ----------寒冷期---------- --梅雨期-- ----------高温期---------- ----------寒冷期----------
トマトの生育 収穫期 生育期 　収穫期
作業 収穫 撤去 定植 栽培管理 　収穫

ヒートポンプ
の利用 暖房利用 暖房利用

（除湿目的） 利用無し 冷房利用（夜間）
冷房利用
（夜温20度
を上回る
場合

暖房利用
（除湿目的、
主に10月
下旬）

暖房利用

第2表　 あかい菜園（0.5haハウス）におけるトマトの夏場栽培とヒートポンプの年間利用

高価格期
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〈レポート〉農林水産業

研究員　亀岡鉱平

漁業権を巡るこれまでの議論の流れと論点

体的施策」として①漁業権漁業における優先

順位に関する実態調査の実施、②漁業権の免

許設定プロセスの運用状況の改善、③漁業調

整委員会における審議の厳格性の確保、④漁

業権の行使状況のオープン化、⑤自営創業に

対する支援の拡充等計７点を提起した。ここ

には、現状の漁業権制度の運用上の問題点を

洗い出しつつ、同時に新規参入を支援する意

図が表れていたと見るべきだろう。

ここまでは純粋な議論と問題提起にすぎな

かったが、実践を伴う事態が生じた。東日本

大震災を受け、水産業復興特区として漁業権

制度の規制緩和が実現したのである（13年）。

東日本大震災復興特別区域法は、震災により

地元漁業者のみでの漁業再開が困難な区域に

限って、漁業法の特例として、一定の要件に該

当する者に対して特定区画漁業権の法定優先

順位に係る規定の適用を排しうるとした（第14

条）。同法に基づき、宮城県の法人に特定区画

漁業権が地元漁協を介さずに直接免許された。

また、復興特区の実績を受け、規制改革（推進）

会議での議論とは別に、特区の全国展開とい

う方向からの議論も行われるようになった。

15年１月には、国家戦略特区ワーキング・グ

ループで、「特定区画漁業権（養殖）の免許に関

する優先順位等の見直し」として、入札による

漁業権の決定が提起された。これも法定優先

順位による免許の改変を企図したものだった。

以上のような規制緩和を求める議論は、担

い手不足を中心とした現在の水産業の危機に

７月20日、国の規制改革推進会議の中に新

たに水産ワーキング・グループが設立された。

今後は同グループで水産業の規制緩和のあり

方が議論される。そこで今回は、現在までの

水産業における規制緩和論の中心となってき

た漁業権（特に特定区画漁業権）に対する規制緩

和の議論の展開を振り返り、今後に向けた論

点整理を行う。

1　これまでの規制緩和の議論の流れ

最初に漁業権制度に対して規制緩和を要求

したのは、民間組織である日本経済調査協議

会「魚食をまもる水産業の戦略的な抜本改革

を急げ（緊急提言）」（2007年）であった。この提

言は、今や「漁業者間の調整だけでは水産業

の発展ひいては漁村の活性化が困難な状況と

なっている」として、「海洋環境と水産資源の

保護のための透明性のある適切なルール（法体

系）のもとで、水産業への新規参入を促進する」

必要があると説いた。そのための具体的な規

制緩和として、特に漁業権に関しては、養殖

業と定置漁業の参入障壁の撤廃、すなわち免

許における適格性・優先順位の改変による地

元外企業の直接参入を提案した。これは、法

律上は、①漁業権免許の法定優先順位の見直

し
（注1）
（漁業法）、②漁協組合員資格要件の見直し

（注2）

（水協法）を意味していたと考えられる。

続いて漁業権制度の規制緩和に言及したの

は、国の規制改革会議「規制改革推進のため

の第２次答申」（07年）であった。「答申」は、「具

農林中金総合研究所 
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対して、主体の性格を問わない新規参入活性

化の必要を訴えている。特に主体として資本

力や販売力のある企業の参入を想定しており、

効率的な漁業の実現を期待している。

2　規制緩和をめぐる議論の構図

規制緩和を求める議論に対しては、これを

批判する意見も根強く述べられてきた。批判

する意見は、①漁業は、特定の資本に集約さ

れるのではなく、地域産業として地元への広

がりをもった形で位置づけられるべきこと、

②漁協による多様な種類の漁業の総合的調整

によって漁場利用は成立しており、ある漁業

だけを取り出し別の原理で運用することは地

域漁業の維持に支障を及ぼすこと、③現行制

度下でも企業が漁協組合員になり養殖業に着

業するのは一般的にみられること、④漁協組

合員としての漁場管理コストの負担や漁業権

行使規則の遵守を免れることは、既存の組合

員との間に軋轢をもたらし円滑な漁場利用を

損なうこと、⑤営利追求による環境汚染の懸

念、といった点を指摘している。

規制緩和を求める議論が抽象的な効率性と

公平性を原則とし、実質的には企業参入によ

る効率性を重視するのに対して、批判する意

見は現場主義を原則とし、小規模漁業者の生

産活動を通じた漁村地域の維持を重視してい

るように思われる。このように前提と目標が

異なっているために、両者の議論はかみ合わ

（注 1）現在の漁業法は、特定区画漁業権に関しては
地元漁協を第 1順位としている（第18条）。

（注 2）現在の水協法は、法人の要件として地元要件
と規模要件（常時従業者数三百人以下かつ漁船の
合計総トン数が千五百トンから三千トンまでの間
で定款で定めるトン数以下）を課している（第18条
1項 3号）。

ないまま現在に至っている。

3　踏まえるべき論点

漁業権のあり方を考えるうえでは、現実に

基づく冷静な議論が求められることは言うま

でもない。最後にいくつかの論点を挙げたい。

第一に、漁場利用の内部調整の可能性を改

めて検討する必要がある。漁場の有効利用に

向けた調整、特に低利用漁場への対応が今後

現実的な課題となると考えられるが、外部企

業によらない既存体制の範囲内での対応の方

向も模索されて良いのではないか。第二に、

出口規制の問題がある。仮に参入規制を緩和

すると、出口規制（撤退時のルールや適切な生

産活動を担保するための行政による事後監視）の

強化が必要になるが、国家戦略特区による農

業の参入事例ではこれにかかる行政の負担が

問題になっており、先行事例から学ぶべき点

は多い。第三に、漁業者と企業の連携が挙げ

られる。企業ノウハウの活用は直接参入によ

るだけではなく、既存漁業者との事業連携と

して達成できる部分も大きい。第四に、漁業

権行使等にかかる費用負担の透明化がある。

現行法の下で漁協組合員となって養殖業に着

業する場合の問題として、漁業権行使料算定

の曖昧さが指摘されており（直近では自民党行

政改革推進本部17年７月提言）、基準作り等が

急がれる。

　＜参考文献＞
・ JF全漁連漁業制度問題研究会（2007）「日本経済調査協議
会水産業改革高木委員会『緊急提言』に対する考察」

・ JF全漁連漁業制度問題研究会（2008）「漁業・漁村の活性
化に向けて―『規制改革会議第 2次答申』の問題点と課
題―」『漁協』別冊

・ 濱田武士（2013）「被災地における復興の動向―水産業復
興特区の行方―」『水産振興』541号

（かめおか　こうへい）
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〈レポート〉農林水産業

主任研究員　田口さつき

歴史からたどる漁業制度の変遷
─ 漁業組合の設立 ─

ルールの違反者に制裁を組合として行うこと
ができた。当該組合に属していない者につい
ては、漁業組合準則後にできた各府県の漁業
取締規則により、漁業をする者は漁場のある
地域の漁業組合の規約を守ることが義務づけ
られた。また、漁業取締規則には罰則も用意
されていた

（注3）
。

2　漁業組合の業務
農商務省「水産業諸組合要領」によると、

漁業組合は、公布から６年後の1892年に36道
府県
（注4）
で、541組合が存在していた。そのうち、

４割を超える組合が２か村以上を区域として
いた。その一方、鹿児島県、山口県、北海道
では、１村１組合の割合が高かった。
漁業組合は、「漁業規制による漁場秩序の維

持を目的とする漁場取締役・公共組合的（岩手
県漁業史313頁）」な組織であり、組合員の出

1　政府は漁業者の自主ルールを尊重
漁業協同組合の前身の１つは、漁業組合と

いわれる。この漁業組合の設立には、明治維
新後に、諸藩の下で行われてきた慣行規約が
なくなったものと漁業者に受け止められ、漁
業の現場で多くの紛争などが生じたことが深
く関わっている。
農商務省は、漁業取締りに統一的な法律が

必要と考えた。その前段階として、同省は「ま
ず捕魚採藻の季節、漁具漁法の制限等、実業
上利害の関係最適なるものについて各地に民
約を結ばせ」るため、1886年（明治19年）に漁
業組合準則（農商務省令第７号）を公布した。
漁業組合準則を策定する過程で、既に同業

者組合準則
（注1）
に則
のっと

り結成された漁業組合が参考
にされた。特に、東京湾では、江戸時代に漁
業者の協議により成立した議定書（漁具漁法の
制限などを定めたもの）が明治以降ないがしろ
にされ漁業の秩序が崩れたことへの反省から、
1881年に東京府、神奈川県、千葉県の漁業者
代表により、「東京内湾組合漁業契約証」が作
成された。政府は、このような事例を受けて、
漁業者の合意により作られたルール（自主ルー
ル）による漁場管理を尊重した。
こうした経緯から作られた漁業組合準則は、

漁業者に対して、区画
（注2）
を定め、組合を設け、

規約を作り、さらに管轄庁の認可を請うよう
求めた。こうした手続きを経ることで、漁業
者が作った規約の正当性を管轄庁が保証する
格好となった。その規約は、同業組合準則の
規約の項目に加えて、自主ルールの要素（下記
一覧の項目８～10）を盛り込むよう定められた。
なお、「６ 違約者の処分方法」により、自主

漁業組合準則の規約の内容（第５条）
１　組合の名称及び事務所の位置
２　組合の目的
３　役員選挙法及び権限
４　会議に関する規定
５　加入者及び退去者に関する規定
６　違約者の処分方法
７　費用の徴収及び賦課法
８　捕魚採藻の季節を定める事
９　 漁具漁法及び採藻の制限を立てる
事

10　漁場区域に関する事
11　 前項の他、組合において必要とな
す事項

農林中金総合研究所 
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資に基づき、共同で購買などの事業を行うこ
とは想定されていなかった

（注5）
。

ただし、準則に掲げている漁具漁法等の制
限のほかに、①漁船漁具の改良、②水族繁殖
保護、③水夫（乗組員）の雇用の事務手続き、
④遭難者救助、⑤地域の安寧の保持といった
事業を規約に入れた組合もあった。
具体的な内容は、②の繁殖保護については、

採捕の制限禁止、禁止漁具や禁漁期間、保護
区域を定めることに加え、魚付林の維持であ
る。また、③の事務手続きとは、組合員が乗
組員を雇うときは組合が鑑札を交付し、雇用
期間中に他の漁業者の下で働くことを防ぐと
いうものである。④は遭難者救助のため、気
象を通報する人を配置した。また、遭難船を
助けるために出船した人には報酬を与え、奨
励した。⑤の地域安寧は、組合員が貯蓄を行
い、これを漁民のなかの貧困者に与える（もし
くは長期貸付を行う）というものである。さら
には、人工孵化による魚類繁殖や漁船漁具の
改良製造の試験といった事業も行われていた。
③を除き、当時から現在の漁協で行われてい
る事業が始まっていたことがわかる。
組合運営のための費用は、組合が組合員か

（注 1）同業者組合準則は、農商工業者に対し粗悪品
の流入などを防止するため、同業者が組合を作り
規約を結び、営業上の弊害を正すことを目的に
1884年に農商務省から公布された（農商務省令第
37号）。

（注 2）同業者組合準則では管内について「地区を定
め」とあるが、漁業組合準則では「区画を定め」
と水面についての概念となっている。

（注 3）ただし、各府県が違反者をどう取り押さえた
かなどについては不明。

（注 4）道府県から沖縄県と内陸8県を除く。また、岩
手県、岡山県は記載がなかった。

（注 5）なお、青森県では組合員の製造する加工品の
検査を行う組合や漁獲物の加工、販売を行う組合
が存在した（小岩（2011））。

（注 6）当時、日傭いの男性人夫の 1日当たりの賃金が
20銭程度だった。

（注 7）例えば、愛知県では打瀬網漁業に対する地び
き網漁業者の強い反発があった。

ら漁獲物の幾分かを徴収し、その代金から賄
っていた。組合員一人当たりの運営費用は、
北海道が33銭５厘

（注6）
で最も多かった。

3　新たな紛争が発生
こうして漁業組合が設立され、組合内で紛

争処理ができるようになった。しかし、紛争
はやまなかった。それは、新しい漁具・漁法
の導入による対立

（注7）
や県境での漁場紛争が増え

ていったからである。
そして、「各種漁業を各府県を基準として取

締まることは、漁業に関する権利義務の関係
を確立すると云ふ点からしても、漁業に関す
る取締りを統一する点から云っても、種々遺
憾の点が多いので、漸く統一的漁業法典の制
定を要望する声が高まった（片山（1937））。」
また、もともと農商務省は漁業組合準則公

布時に「時期の熟するを待て一定の法規を布
く」予定だった。実際に、谷干城農商務省大
臣を含め６名は、1886年から欧米を１年かけ
てまわり、各国の漁業制度について情報を収
集した。このような農商務省の調査に加え、
1893年（明治26年）に貴族院議員であった村田
保氏の帝国議会への漁業法案提出により、漁
業制度の立法作業が本格化した。
この村田私案の中にも漁業組合という文言

があり、以後、漁村維持のため、漁業組合は
どのような権利を有し、義務を負うべきなの
かが検討されていくのである。

　＜参考文献＞
・ 岩手県（1984）『岩手県漁業史』
・ 片山房吉（1937）「大日本水産史」農業と水産社
・ 小岩信竹（2011）「近代における漁業組合の諸相―青森県
の事例―」神奈川大学　国際常民文化研究機構　年報　
第 2号123-148

・ 東京都内湾漁業興亡史編集委員会（1971）「東京都内湾漁
業興亡史」東京都内湾漁業興亡史刊行会

・ 農商務省農務局（1893）「水産業諸組合要領」
・ 農商務省水産局（1910）「水産ニ関スル施設事項要録」

（たぐち　さつき）
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〈レポート〉農林水産業

研究員　植田展大

4 年目に入った農地中間管理機構とみえてきた課題

いは②農業経営基盤強化促進基本方針で作成
されたもの、いずれか高い方の値に設定され
る。
「担い手」への集積率を目標にするのは、土
地利用型の経営規模拡大に主眼を置いている
ためである。実際に、半数以上の都府県で「担
い手」への集積率が４割を下回るなか、東北・
北陸の稲作地帯は５～６割と相対的に高水準
にある。
稲作地帯のうちでも平場では今後も集積が

進むが、相対的に集積が困難であろう中山間
地や稲作以外の農地では進まず、次第に集積
の勢いは落ちていくと考えられる。

2　耕地の種類で異なる農地の集積
青森県と秋田県の例をみてみる。17年３月

の青森県の集積率は、14年３月から８ポイン
ト増加して51.4％、秋田県は７ポイント増加
して66.2％となった。青森県と比べ集積率の
高い秋田県では、水田が耕地面積の９割近く
を占める。一方、リンゴなどの果樹栽培が盛
んな青森県の水田率は５割である。リンゴの
生産は労働集約的であり、規模拡大は志向せ
ず、家族労働力の範囲で行われるため、稲作
と比べて集積は進まない。
青森県内をみると、集積率の高い地域では

田も畑も集積率が高いが、田の集積率が畑の
集積率を常に上回っている（第１図）。最も集
積率の高い西北地域は県内有数の稲作地帯で
あり、リンゴ生産の盛んな中南地域は集積率
が低い。集積目標は都道府県単位に設定され

農地中間管理機構（以下「機構」）が、「担い手
（注1）
」

への農地の集積により、農業の生産性を向上
させることを目的に2014年に設立されてから
４年目に入った。しかし、一律の基準で集積を
進めるなかで、次第に課題も顕在化している。

1　農地の集積状況
「担い手」への集積が伸び悩んでいる。17年
３月には「担い手」の集積面積

（注2）
は54.0%となり、

耕地の集積率は14年３月から５ポイント増加
した。この間、集積面積も20.5万ha増えた。
一方、16年度の集積増加面積は6.2万haと前年
度比で８割にとどまった。
機構は都道府県レベルで出し手から農地を

引き受け、中間保有のうえ、集約化して「担
い手」に転貸し、農業の生産性を高めること
を目的とする組織である。機構の16年度の転
貸面積は4.3万haであり、前年度から40%以上
減少した。手続きの煩わしさや10年にわたる
長期の貸付けなどを嫌う出し手も多く、機構
を介さない相対取引が依然相当数あるためと
みられる。
各都道府県の機構は集積目標の達成に向け

て取り組んでいるが、目標は地域の固有性を
無視して機械的に設定されている。政府は農
地の８割を「担い手」へと集積するため、都
道府県ごとに年間集積目標を定めている。年
間集積目標は13年の耕地面積に集積目標率を
乗じ、さらに10年に分割して作成される。集
積目標率は、①90％（北海道のみ95％に設定）

を上限に14年３月時点の集積率の2.5倍、ある

農林中金総合研究所 
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ているが、実際には耕地の種類が集積率に影
響を与えているとみられる。

3　青森・秋田県の機構の取組状況
秋田県（耕地面積149.0千ha）では、青森県（152.3

千ha）と比べて機構を介した農地の転貸事業が
盛んである。16年度の集積面積は前年度との
比較で青森県は1.4千ha、秋田県は2.0千ha増加
した。増加した集積面積のうち機構を介した
面積は、青森県で６割、秋田県で９割であり、
秋田県では集積に果たす機構の役割が大きく
なっている。両県の農業の違いが事業実績に
影響を与えていることがわかる。
青森県では、公益社団法人あおもり農林業

支援センターが中間管理事業を担う。16年度
は21.6千haの借受希望面積に対し、累計転貸面
積は3.6千haにとどまった。果樹園の場合には、
追加的な労働力の確保が困難であることに加
え、果樹園ごとに管理方法や品種構成が異な
るため、転貸が進みにくい。県および関係機関
が連携し、弘前市相馬地区をモデル地区に産地
協議会が中心となり、「担い手」への集積を進

（注 1）認定農業者（特定農業法人を含む）、市町村基
本構想の水準到達者、特定農業団体、集落営農。

（注 2）所有権、利用権、作業委託により経営する面積。

める先行事例を構築するなどの対策をとりは
じめている。16年度からは新規集積面積が基
準に達しないため、国から農地の出し手に支
給される協力金（機構集積協力金）が削減され、
集積推進を困難にする新たな要因となった。
秋田県では、公益社団法人秋田県農業公社

が中間管理事業を担う。市町村とJAなどの関
係機関とが一体となって農地の集積に取り組
み、水田の基盤整備事業と連携して農地の出
し手を掘り起こしている。それと同時に、園芸
を専門的に行うことで野菜・花きの産出額を
増やしながら農地の出し手の雇用の場ともな
る法人などを育成するため、園芸メガ団地を
新設している。これら一連の取組みが成果を
あげ、集積率を高めている。さらに、集積可能
な平場の優良農地が減るなかで、中山間地での
受け手確保と農地の維持にも力を入れている。

4　今後の課題と展望
「担い手」への農地の集積という手法は、集
約化によってコストを削減し、農業の生産性
を高めることができる平場の稲作経営などを
主眼に置いている。都道府県の農地集積の数
値目標は全国ほぼ一律の基準で、地域性に十
分配慮していない。青森県のように成績の悪
さから協力金が削減されることもあり、そう
した場合は集積で生産性を高めることのでき
る経営体への集積も進まない可能性がある。
17年５月には、機構が借り受けた農地を、

貸し手の費用負担や同意を求めずに基盤整備
できる土地改良法の改正が可決・成立した。
基盤整備が進み、農地の集積が再び進むとの
期待もあるが、財政的な制約もあり、その効
果はどの程度のものになるかは不透明である。
今後の動向に着目したい。

（うえだ　のぶひろ）
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第1図　「担い手」への農地の集積と田の割合（青森）

資料　（公）あおもり農林業支援センター

田/耕地面積 集積率（田）
集積率（計）

集積率（畑）
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写真 1　 JA鳥取いなばが運行する特産品集荷車

所の人気は高く、特産品集荷車の集荷物も売

り切れることがほとんどである。これは、特

産品集荷車を利用する高齢者のやりがいと良

い品を作る動機づけにつながっており、これ

まで自家消費分の耕作しか行ってこなかった

高齢者のなかにも、特産品集荷車での販売を

見越して耕作面積や作目を増やすケースが出

始めている。

2　「農村サロン」からの定期集荷

また、特産品集荷車は、町内の岩常集落と

院内集落で運営される「農村サロン」からの

定期集荷も行っている。

この「農村サロン」も鳥取県と日本財団の

共同プロジェクトの一環として始まったもの

で、集落が交流拠点としてビニールハウスを

運営することにより、集落内の高齢者が交流

しながら、一緒に生きがいとしての農業を行

える場を作ろうという取組みである。

農業の姿は、地域のなかでも規模によって、

担い手によって多様であるが、農村での暮ら

しの豊かさや安心感といった観点では、高齢

者の生きがいや交流につながるような小規模

な農業の意義も無視できない。そこで、この

ような農業を特産品集荷車の導入によって支

えるJA鳥取いなばの取組みを紹介しよう。

1　高齢者の農業を支える特産品集荷車

JA鳥取いなばは、中山間地域に住む高齢者

を見守り、生きがいとしての農業を続けても

らうことを目的として、2017年２月に管内の

岩美町で特産品集荷車の運行を開始した。

きっかけは、岩美町が鳥取県と日本財団の

共同プロジェクト「中山間地域生活支援モデ

ル事業」の対象となり、その一環として「特

産品出荷支援体制及び移動販売体制の整備」

が企画されたことである。JA鳥取いなばには

09年から町内で移動販売車を運行してきた実

績もあるため
（注1）
、岩美町の諸団体で構成される

協議会を通じてこの取組みを受託することに

なったのである。

特産品集荷車は、軽トラックを改造した保

冷車で、JA鳥取いなばが日本財団より寄贈を

受けた（写真１）。ドライバーは、JA鳥取いなば

岩美支店の職員が交替で務めている。午前中

に運行され、事前に連絡を受けた高齢者宅を

巡回して特産品（農産物や加工品）を集荷する。

集荷物は岩美町の中心部にある道の駅「き

なんせ岩美」の直売所で販売される
（注2）
。同直売

主事研究員　寺林暁良

JA鳥取いなばの特産品集荷車
─ 高齢者と「農村サロン」の農業を支援 ─

農林中金総合研究所 
http://www.nochuri.co.jp/



農中総研　調査と情報　2017.9（第62号） 19

事例として、岩常集落の「農村サロン」を

紹介しよう。岩常集落は、人口263人、72世帯

（10年国勢調査）の中山間集落である。以前から

高齢者交流に取り組んできたが、日常的な交

流機会をさらに拡大するために「農村サロン」

の取組みに手を挙げた。

岩常集落の「農村サロン」である「ひまわ

りハウス二上」は２棟のビニールハウスから

なり、17年３月に竣工した（写真２）。県道沿

いの集落の入口にあり、交流拠点として申し

分ない立地である。事業の実施主体は岩常集

落の自治会であるが、集落営農組織として20ha

の水田を受託する農事組合法人「ドリームフ

ァーム二上」も一体的に運営に参画している。

「ひまわりハウス二上」では日常的に４～５

人の高齢者が農作業を行っており、なかには

企業を定年退職して初めて農業に携わった方

もいる。また、イベントや一斉作業の際には

集落内から数十人の参加がある。

ビニールハウスのうち１棟の入口側には腰

かけて話ができるサロンスペースがあり、農

作業の合間には集まった人びとが世間話や農

業の話で盛り上がる。また、高齢者だけでは

なく、放課後には児童も集まり、農作業を手

伝ったり、宿題をしたりと、世代を超えた交

流の場にもなっている。薪ストーブを備える

ため、農作業とサロンでの交流は冬季でも可

能である。

特産品集荷車の利用は17年５月から始まっ

たが、それ以来、ほぼ毎日出荷が続けられて

いる。これまでの作目はホウレンソウ、大玉

トマト、ミニトマト、インゲン、サニーレタ

ス、パクチーなどだが、今後も集落の農家や

集落営農組織、JA職員と相談しながら「農村

サロン」の運営に合った作目や営農方法を探

っていきたいという。

また、特産品出荷車を通じた出荷物の売上

げは、現在は「ひまわりハウス二上」の運営

資金に充てているが、今後収益が安定すれば、

農作業に携わる高齢者にも還元したいと考え

ているという。

3　特産品集荷車の意義

JA鳥取いなばの特産品集荷車は、高齢者の

生きがいや交流に結び付いた農業を支えるし

くみとして機能している。JAはさまざまな形

で地域の暮らしを支えているが、農業支援が

すなわち暮らしの支援となるこの取組みは、

JAらしい、あるいはJAだからこそ大きな役割

を果たしうる暮らしの支援の方法として注目

されよう。
（てらばやし　あきら）

（注 1）木村俊文（2016a）「JA鳥取いなばの移動販売
車の取組み」『農中総研　調査と情報』9月（第56）
号を参照のこと。

（注 2）木村俊文（2016b）「道の駅で地方創生―鳥取
県『きなんせ岩美』―」『農中総研　調査と情報』
3月（第53）号を参照のこと。

写真 2　 「農村サロン」として運営される岩常自治会の
「ひまわりハウス二上」
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2　「電力の地産地消」実現への壁
JAでは電力小売全面自由化に先立ち、購買

部門を担う関連会社（株）エーコープサービス
を小売電気事業者に登録した。購買部門では
LPガスをはじめ燃料事業を幅広く手掛けてお
り、電気も含めた総合エネルギー事業へと発
展させていきたいという期待もある。
電力小売全面自由化により「電力の地産地

消」を可能とする素地はできたが、その実現
は容易なことではない。小売電気事業者は、
自らの取り扱う電力の需要と供給を常に一致
させる「同時同量」の義務を負う。しかし、
それを限られた地域内だけで実現することは
相当に難しい。電力の需要と供給は30分単位
で同量にしなければならず、この需給バラン
スの調整が事業化への大きな壁となる。計画
外に電力の需要量が供給量を上回れば、市場
から高額で不足分を購入することになり、逆
に供給量が需要量を超えれば余剰分はただ同

1　農村の暮らしを豊かにする取組み
士幌町は北海道東部・十勝地方に位置する

道内有数の農業地帯である。「地域循環型農
業」と「農村ユートピア」構想を二大スロー
ガンに掲げ、農業者・農村の暮らしを豊かに
する様々な取組みを実践してきた歴史をもち、
畑作（馬鈴しょ・てん菜・小麦・豆類）と畜産（酪
農・肉用牛）を主体に、それらが有機的に結び
ついた農業を展開している。
JA士幌町はそこに位置し、早くから加工・

流通施設を建設・整備し、６次産業化の先駆
けとして様々な取組みを展開している。
2016年４月の電力小売全面自由化を契機と

して、JAでは地域で発電した電気を地域で消
費する「電力の地産地消」に取り組んでいる。
士幌町では酪農家の飼養頭数増による家畜糞
尿処理の負荷を軽減し、農村環境の維持・向
上に資すべく、JAが主導してバイオガスプラ
ントを順次導入してきた。そのプラントで家
畜糞尿等を嫌気発酵処理する際、
その過程で生成されるバイオガス
（メタンが主成分）をエネルギー源
とした発電を行っている。発電施
設として、現在、管内で稼働して
いるプラントは11基、出力合計は
1,100kWになり、メガワットクラス
の発電規模となっている。
JAでは９基（酪農家８経営体）か

ら電気を調達し、JA関連会社を通
じて、JAの本部事務所、Aコープ
店舗、麦乾施設、食肉処理施設な
ど20施設に供給している（第１図）。

主席研究員　河原林孝由基

JAが「電力の地産地消」をリード
─ JA士幌町でのエネルギー地域循環型農業の実践 ─

第1図　JA士幌町「電力の地産地消」スキーム

出所　JA士幌町ホームページ

【小売電気事業者】
㈱エーコープサービス
（JA士幌町関連会社）

【新電力】
㈱F-Power

【連携システム
サービス提供】
三菱電機㈱

発 電

消 費

販 売

バイオガス
施設 乳牛

酪農経営
【地域発電供給者】
・バイオガス施設

【需 要 家】
各JA施設

《JAの高圧契約施設》
・本部事務所　・店舗（Aコープ店舗）
・農協記念館　・麦乾施設  など

・電力の需給調整
・電力の市場調達
・専門業務のサポート  など

※家畜排泄物を処理する過程で副産物として
　発電しています。

・システム連携
・損益実績管理
・地域需給の見える化  など

《バイオガス発電》

家畜排泄物

システム連携
データ提供

需給見える化

システム連携
データ提供

サポート

情報提供

飼育電気

供給

供給

農林中金総合研究所 
http://www.nochuri.co.jp/



農中総研　調査と情報　2017.9（第62号） 21

然で売却することになる。
JAでは、この「同時同量」の調整を大手新

電力会社（（株）F-Power）に委託することで可能
にした。委託先では、他の複数の小売電気事
業者と一つのグループを形成して、全体で「同
時同量」になるように需給調整する。これを
「代表契約者制度（バランシンググループ）」とい
い、複数の小売電気事業者間で代表契約者を選
び、一般電気事業者（北海道電力など）と託送供
給契約を締結する仕組みである。今回の事例
では（株）エーコープサービスが（株）F-Power
を代表者とするバランシンググループの一員
になることで、「同時同量」の一端を担いつつ、
安定供給を実現している。
結果、料金面でも電気を供給する酪農家、

消費するJAの双方にプラスとなる価格設定と
なった。JAの各種施設はおしなべて地域で発
電した電気で稼働することが可能となってい
る。

3　「電力の地産地消」がもたらすもの
地方の多くは民間の域際収支

（注）
が赤字であり、

その赤字分を公的な支出で賄っているのが実
状である。地域の自然資源を利用し地域で発
電・消費することは、外部からの電力購入に
よる地域所得の域外流出を防ぎ、それら所得
が域内で消費や再投資されれば、さらなる経
済効果が生まれる。地域内での経済循環が進
めば、地域経済の自立性が高まる。「電力の地
産地消」を進めることは地域経済の活性化に
つながり、ひいては地域の自立につながるの
である。
地方が大都市圏に対して比較優位であるの

は自然資源である。このような比較優位な資

源を最大限活用することで大都市圏との格差
を縮小することができる。当地ではエネルギ
ーも含めた「地域循環型農業」の実践へと大
きく踏み出したのである。

4　地域に根ざす精神
世界風力エネルギー協会が「コミュニティ・

パワー」という考え方を示している。地域の
人々がオーナーシップをもって進める自然エ
ネルギーの取組みのことをいい、「コミュニテ
ィ・パワー」と呼ぶには次の３原則（第１表）
のうち、少なくとも２つの基準を満たしてい
なければならない。

（注）域際収支とは、商品やサービスを域外に売って
得た金額と、域外から購入した金額との差額。国
家間でいう貿易・サービス収支を地域別に表して
みたもの。

① 地域の利害関係者がプロジェクトの大半もしくはすべてを所
有している。

② プロジェクトの意思決定はコミュニティに基礎をおく組織に
よって行われる。
③ 社会的・経済的便益の多数もしくはすべては地域に分配さ
れる。

資料 世界風力エネルギー協会

第1表　 コミュニティ・パワーの3原則

これらは、出資・利用・運営といった協同
組合の原則と親和性が高く、協同組合に対す
る期待も大きい。このように、その鍵となる
のは、地域に根ざした取組みを主導する核と
なりうる存在があることではないだろうか。
当地ではJAが中心になって、「電力の地産

地消」のスキームを構築しリードしている。
JAでは高度な専門性を有し、農業者のやる気
（やる気の喚起も含め）の実現に向け献身的にサ
ポートしている。
先人が目指してきた「地域循環型農業」と

「農村ユートピア」の理想が今でもしっかりと
根づいているのである。

（かわらばやし　たかゆき）

＜付記＞
　本稿は、村田武・河原林孝由基編著『自然エネルギー
と協同組合』（2017年8月、筑波書房）の研究成果の一
部および、その後の研究の進展を踏まえたものである。
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に加え、正組合員に占める兼業農家の割合が

上がったことで、農業資材を土日に買いたい

というニーズが高まり、土日に支店を開ける

必要も出てきた。こうした点から、１店舗当

たりの職員数を増やすことが必要となった。

三つ目は、職員に求められる知識が高度化

したことである。旧支店は小規模ななかで信

用・共済事業や営農・経済事業の支店業務の

全てを取り扱っており、１人の職員が両方の

事業を担っていたが、それが難しくなった。

例として、信用事業では、組合員の世代交代

が増えているため、相続手続きや税金の取扱

いについて、専門的な知識が必要になった。

営農・経済事業についても、農業資材や肥料

などの知識が以前よりも高い水準で求められ

るようになった。そこで、事業別に専門性の

高い職員を配置する必要が出てきた。

検討の末、JAわかやまは08年に店舗再編計

画をまとめた。計画では、従来の29支店を信

用・共済事業に特化した17店と営農センター

５店に集約。そのうえで場所をメインストリ

ート沿いに移し、１店舗当たりの職員の増員

を行うこととした。また、支店事務の省力化

のため、集約された新支店を中心に、OTM（オ

ンライン・テラーズ・マシン）やオープン出納

システムの導入も計画した。

2　 併せて渉外力を強化し事業間の連携も考慮

ただ、店舗の集約には、組合員や利用者の

一部に店舗までの距離が長くなるという新た

近年、人口動態の変化や利用者ニーズの変

化などを受け、金融機関が店舗戦略を見直す

動きがある。今回は、JAわかやまが進めてい

る店舗再編プロジェクトについて報告する。

1　旧支店の 3つの課題

JAわかやまは和歌山県和歌山市を事業エリ

アとする。1993年に６つのJAが合併して誕生

し、99年にさらに１JAと合併して現在の形と

なった。

JAわかやまは93年の合併直後から、支店機

能の改革を目標とした部署を作り、店舗再編

の検討を始めた。当初支店は29あったが、こ

れらは大きく３つの課題を抱えていた。

課題の一つ目は、支店が旧街道沿いにあっ

たことである。旧街道は、支店を建てた当時

はメインストリートであったが、時代が下る

につれ人や車が新しい道路に移り、通行量が

減った結果、店舗が地域住民に認識されづら

くなった。特に、若年層はJAの支店がどこに

あるか分からず、電話で問い合わせが来るこ

とも少なくなかった。支店を旧街道沿いから

メインストリートに移せば、地域住民にとっ

て分かりやすくなる。そのうえ、車で入りや

すくなるため、利便性が向上する。

二つ目は、支店の規模が小さかったことで

ある。最も規模が小さかった支店は、支店長

１人、渉外担当者１人、窓口担当者３人の計

５人で運営していた。しかし、小規模店舗に

は、どうしても防犯面の課題が多くなること

研究員　髙山航希

利便性向上のための店舗再編
─ JAわかやまの店舗再編計画 ─
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な課題が出てくる。そこで、JAわかやまは渉

外力の強化を打ち出した。店舗から遠い組合

員には電話一本で訪問する方針を示し、営農

センターでは資材の休日の配達を始めるなど、

以前よりも、組合員や利用者への戸別の対応

を強化した。そのために、新店舗の立地や事

業エリアは、新店舗を中心として渉外担当者

が回れる範囲を基準に設定した。

また、店舗が信用・共済特化型店舗と営農

センターに分かれるなかで、事業間の連携が

損なわれないよう、情報共有の仕組みを導入

した。具体的には、営農・経済事業職員と近

隣店舗の信用・共済事業職員が営農センター

に定期的に集まって共同会議を開催し、情報

交換している。

さらに、営農センターの渉外担当者が訪問

先の農家組合員から農業資金のニーズを受け

たら、信用・共済事業の渉外担当者と同行訪

問し、融資の相談に応じることを徹底させて

いる。その後の対応は信用・共済事業の渉外

担当者が引き継ぐ。

店舗再編計画は組合員を対象とした地区別

事業報告会で説明され、09年の総代会で承認

された。09年６月に完成した宮前支店を皮切

りに、17年７月末現在、11支店・３営農セン

ターが実現している。新店舗はきれいで交通

の便が良くなったため、新規利用者や取引先

が増えているとのことである。

3　組合員との課題の共有が再編推進の鍵

JAが店舗を統廃合する場合、新店舗が遠く

なってしまう組合員などから反対があること

が考えられる。この点に関し、JAわかやまで

は、地区別に報告会を開催し、それぞれの旧

支店が抱えていた立地や規模などの課題を組

合員に丁寧に説明した。そして、新店舗が交

通に便利な立地になり、また、組合員ニーズ

への対応力を上げ、併せて渉外力を強化させ

ることで、店舗再編によって利便性が向上す

る、という点を組合員に納得してもらうこと

ができたのである。

組合員との課題共有プロセスを重視するJA

わかやまの事例は、他のJAが店舗を再編する

うえでも参考になると思われる。
（たかやま　こうき）

JAわかやま中央営農センター（筆者撮影） 新しく広い道路に面したJAわかやまひがし支店
（筆者撮影）
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主任研究員　若林剛志

組合員数の減少と専門農協の進路

組合であり、1995年３月末より2,071組合減少
している。すなわち21年の間に専門農協の数
は半分以下に減少している。第１表は組合数
の増減要因を見たものである。総合農協と専
門農協との違いは、減少要因としての「普通
解散」と「解散命令による解散」に表れてお
り、その数の多さは総合農協より専門農協で
顕著である。「解散命令による解散」は、活動
実態がないことを理由に当該農協を認可した
所管庁から命令が発せられる。「普通解散」の
うち614と最も多い「総会の議決」による解散
には様々な理由が含まれる。そのなかには発
展的な解散も含まれるであろう。しかし、212
と次に多い「組合員の減少」は、組合員数が

1　専門農協の進路
農業者（組合員）が農業によって生計を立て

るために経営規模の拡大が進み、それと同時
に農業者数（組合員数）が減少して、将来的に
組合員数が農協法の求める15人という水準を
満たさなくなる可能性があることを前提に専
門農協の進路を考えてみたい。
統計の整理上、信用事業を行う農協と定義

される総合農協は、一部を除き地域の切れ目
なく組合員へのサービスを提供し続けている。
既存の総合農協が解散しても、その地区では
合併により設立された新たな総合農協が引き
続き組合員へのサービスを提供している。し
かし、総合農協以外の全ての農協が含まれる
専門農協の場合は、総合農協や他の専
門農協と統合せずに解散することも多
い。その場合は、その専門農協が担っ
ていた役割や事業が地区からなくなっ
てしまう。
専門農協の進路は各組合の組合員自

らが決めることであり、組合員から必
要とされ続けることが組合の目指す道
である。組合合併による組合員数の維
持や事業規模の拡大のほか、やむなく
解散を決議することも選択肢のひとつ
であろうが、ここでは実例を基にして
組合員数の減少に直面した専門農協が、
地区内で何らかの形で事業を継続して
いく場合の進路を例示する。

2　組合減少要因の顕著な違い
「農業協同組合等現在数統計」によれ
ば、2016年３月末の専門農協数は1,667

総合
農協

専門
農協 出資

組合
非出資
組合

増加

新設認可 14 49 48 1
合併設立 366 385 385 －
定款変更 32 116 116 －
行政区域の変更 3 3 3 －
計 415 553 552 1

減少

普通
解散

総会の議決
組合の破産
存立時期満了
組合員の減少

51
－
－
3

614
10
5

212

452
9
2
92

162
1
3

120
吸収合併解散 436 518 502 16
設立合併解散 1,861 1,968 1,967 1
認可後登記前認可取
消による解散 － 4 2 2

承認取消解散 － 9 4 5
解散命令による解散 7 906 434 472
定款変更 100 117 115 2
行政区域の変更 3 4 4 －
計 2,461 4,367 3,583 784

増減 △2,046 △3,814 △3,031 △783
資料 農林水産省「農業協同組合等現在数統計」
（注） 増加および減少は延べ数である。

第1表　 組合数の増減要因（1995～2015年）
（単位　組合）
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農協法の規定を満たさなくなったため解散を
余儀なくされた組合の数を表している。

3　 進路の例示 1
―別組織での事業継続―

専門農協の事業を発展的に継続するうえで
選択肢のひとつとなる進路は、組合と異なる
形態で存続し続けることである。次に２つの
パターンを挙げる。
第１は、多くの組合員が参加して農事組合

法人や株式会社（以下「法人」）を設立した後、
組合員の減少を理由に組合を解散し、組合の
事業を法人に引き継ぐ場合である。例えば農
業者である組合員が、農業経営の規模拡大を
迫られるなか、個別経営を貫くことが困難に
なり、組合員間で法人を立ち上げ、法人が組
織的に生産を行う。組合員数が減少し続け、
15人に満たなくなった時点で解散を余儀なく
され、元組合員で構成された法人が組合の業
務を引き継ぐ例が散見される。
第２は、少数の農業経営体の経営規模が拡

大する一方で、他の農業経営体は零細で次第
に生産活動を中止するなどして組合員数が減
少し、組合の維持が困難となる場合である。
ある事例では、経営規模を拡大した経営体が
組合の事業を内部化した。具体的には、組合
の事業をリーダー的人物が立ち上げていた法
人が引き継ぎ、組合は組合員数の減少を理由
に解散した。
なお、この２つの事例は、既存の法人が組

合解散後の受け皿となって組合の事業を引き
継いでいる。しかし、17年に農協法が改正さ
れ、組合を解散せずとも組織形態を株式会社
や一般社団法人などに変更することが可能と
なった（同法第４章）。その点では、現在は必
ずしも組合を解散してその事業を別組織に引
き継ぐ必要性はなくなっている。

4　 進路の例示 2
―組合と法人による両輪展開―

進路の第２は、組合員によって設立された
法人の経営規模を拡大しながら組合も維持し、
組合と法人が両輪となって歩む例である。
この例では、組合員が法人を作り、生産法

人として農業経営の効率性を発揮するととも
に、組合員は法人の役職員として生産活動に
従事しながら組合員資格を保持し続ける。生
産を行う法人が経営規模を拡大し、被雇用者
が増加すれば、彼らが組合員となることで組
合員が増加する余地も広がる。専門農協は販
売や購買事業に注力し、組合員は組合と関係
の深い法人で農業生産活動にいそしむことが
可能となる。もちろん要件を満たす限り、こ
の法人と関係のない農業者も組合員であり続
けること、新たな組合員となることは一向に
構わない。
進路の第１の例と比べて進路の第２の例は

少ない。しかし、法人が経営規模を拡大しな
がら、組合もその法人を支援する事業を行い、
相互に補完し合いながら事業を継続すること
は専門農協の進路のひとつとして挙げられる
のではないだろうか。

5　組合員に求められ続ける専門農協を
組合員数が減少中の専門農協が多いと推察

されるなか、組合員数が15人未満となる懸念
を持つ組合も存在するはずである。
本稿で紹介したのは、そうした事態に直面

した組合、あるいは将来的に直面しそうな組
合の事例である。例示は少数であるものの、
専門農協の活動が引き続き生産者に支持され、
継続していくための参考となることを願って
いる。

（わかばやし　たかし）
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寄　稿

は大規模な営農組織が農地利用を拡大してい
るなか、定年帰農によって新たな農業の担い
手が生まれた石川県能美市Ａ集落を事例に、
これらの主体による農地利用の再編と持続的
な農地利用の課題を考察する。

2　能美市Ａ集落の農業の特徴

能美市Ａ集落は能美丘陵に位置する中山間
地域の集落である。明治期からＡ集落におけ
る農業の中心は水稲作であり、現在でも水稲
の作付けが卓越している。水稲作が農業の中
心であるものの、Ａ集落における農地の排水
状況は悪く、水稲の生産性は低かった。その
ため、Ａ集落では専業農家が少なく、農業の
傍ら男性は大工や木挽きとして働き、女性は
織物業や紡績業に従事していた。その後、Ａ
集落に繊維業の工場が立地し、Ａ集落におけ
る農外就業機会はさらに増加した。集落内に
農外就業機会が増加しただけでなく、金沢市
と小松市につながる国道８号が整備され、各
世帯に自動車が普及したことで、Ａ集落の就
業範囲は広域化し、兼業は深化していった。
こうした就業状況であるＡ集落において、

農業の中心的な従事者であったのは昭和１ケ
タ世代以前に生まれた世帯員であった。彼ら
は、Ａ集落で農地の基盤整備が実施された
1970年に田植え機を導入し、それ以降、男性
が農業機械の操作を、女性が農業機械の補助
労働を担うことで、水稲作を行ってきた。「昭
和１ケタ世代以前」が高齢化すると、農業機
械の操作は彼らの「子ども世代」が担い、「昭

1　はじめに

農業従事者の高齢化と減少は、日本農業の課
題の一つである。2005年に335万人であった農
業就業人口は、わずか10年間で209万人に減少
し、65歳以上農業就業人口の構成比は、2005
年の58.2%から2015年には63.5%へと増加した。
農業労働力の減少に加え、農産物の国際競

争が強まったことを背景に、農政は認定農業
者や営農組織へ農地を集積し、効率的かつ安
定的な農業経営を育成することを目指してい
る。こうした農業政策により、2010年から
2015年にかけて20ha以上農業経営体の経営耕
地面積のシェアは32.7%から37.5%に増加し、
１ha未満農業経営体の経営耕地面積のシェア
は14.4%から11.9%に減少した。
認定農業者や営農組織への農地集積が促さ

れている一方、近年では定年を機に故郷に戻
り、農業を行う、いわゆる「定年帰農」が増
加している。2015年の新規就農者は65,030人
であるが、このうち60歳から64歳は24.5%、65
歳以上は25.2%であり、60歳以上の新規就農者
が全体のおよそ半数を占めている。また、49
歳以下の新規就農者のうち自営農業への就農
者は54.4%であるのに対して、60歳から64歳は
93.8%、65歳以上は94.0%が自営農業への就農
である。したがって、60歳以上の新規就農者
の多くは定年帰農者であると推察される。
このように現在の日本農業では、大規模な

農業経営体の農地利用が拡大している一方
で、定年帰農によって自営農業の新たな従事
者が各地域で生まれている。そこで、本稿で

青森中央学院大学 経営法学部 助教　庄子　元

「営農組織」と「定年帰農」による農地利用の再編と
持続的な農地利用の課題
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縁関係に基づく農地貸付によって、2016年現
在、この定年帰農世帯は292.7aの農地を借り
入れている。今後、彼らは所有する農業機械
の利用面積上限である６haまで借入面積を拡
大する意向を持っている。現在、彼らはＡ集
落以外の集落でも農地を借り入れる準備を行
っている。しかし、この定年帰農世帯の農業
従事者は60歳代の夫婦であり、後継者にあた
る彼らの子どもは就農しておらず、Ａ集落に
居住してもいない。そのため、この定年帰農
世帯は世帯内で農業経営を継承することは困
難な状況にある。

4　誰が農地利用を調整するのか？

このようにＡ集落では、集落外の農事組合
法人と定年帰農世帯の両方が農地の借入主体
として機能している。しかし、農地所有者が
各々の意向によって農地の貸付先を選択して
いるため、農事組合法人と定年帰農世帯が利
用している農地は分散している。また、Ａ集
落でみられた地縁関係を重視した定年帰農世
帯への農地貸付は、近隣の集落でも行われて
いる。そのため、上述した農事組合法人の借
入面積は減少傾向にある。
農業従事者が高齢化し、減少するなかで、農

地利用に関しては農事組合法人などの営農組
織や定年帰農者といった新たな主体が生まれ
ている。再編が進む農地利用の主体に対して、
農地供給は依然として各農地所有者の意向に
よって行われている場合が多い。地域の農地
が持続的に利用されるためには、農地利用の
担い手形成とともに、農地の供給を面的にコ
ントロールするための農地所有者の意思統一
を各地域がいかにして行うかが重要である。

（しょうじ　げん）

和１ケタ世代以前」は水管理などの日常的な
農作業に従事するようになった。「子ども世代」
のなかには金沢市や小松市に通勤する者も多
く、彼らの就業範囲は「昭和１ケタ世代以前」
と比較して広域であった。また、「子ども世代」
は電子部品の製造業や運送業に就業し、これ
らは恒常的な勤務形態であった。そのため、
日常的な農作業を「子ども世代」が担うこと
は難しく、「昭和１ケタ世代以前」が離農する
と、Ａ集落では日常的な農作業の従事者が失
われた。

3　 「営農組織」と「定年帰農」による農地利用

日常的な農作業の従事者が失われたことで、
「子ども世代」は集落外の農事組合法人に農地
を貸し付けるようになった。この農事組合法
人は能美市内で65haの農地を借り入れている。
借入農地の内訳は、平地が35ha、中山間地域
が30haである。借入農地のうち50haには水稲
が作付けされ、収穫された米はインターネッ
トを通じて消費者に直接販売されている。Ａ
集落におけるこの農事組合法人への農地の貸
し付けは2001年に初めて行われた。それ以降、
貸付面積は増加し、2016年ではＡ集落の農地
（930.8a）のうち221.5aがこの農事組合法人に貸
し付けられている。
このようにＡ集落では集落外の農事組合法

人が農地利用の中心となりつつあったが、東
京都に居住していた「子ども世代」の夫婦が
定年をきっかけに2010年に帰郷し、就農した。
彼らは定年をむかえる前から農地を借り入れ
る準備をＡ集落で行っていた。また、定年帰
農した「子ども世代」は地縁集団の一員であ
ったということもあり、Ａ集落の住民は彼ら
に対して快く農地を貸し付けた。こうした地
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現地ルポルタージュ

このうち久慈浜丸小漁協（以下「丸小漁協」）は、

近隣の川尻漁協と久慈町漁協に角氷を年8,000

本ほど販売していた。しかし、東日本大震災

後の需要減少、老朽化、旧式設備ゆえに人件

費を削減しづらいこと等から赤字が常態化し

ていた。一方で、自管内消費分の製氷を行っ

ていた平潟漁協も同様の課題に直面していた

が、余剰生産能力を活用し隣接県の他産業へ

の氷販売等を試みていた
（注）
。また、製氷は自営

でという組合員の意向もあり、製氷施設の改

修が検討されてもいた。

そのような状況のなかで、組合役員同士の

人的関係を直接のきっかけにしつつ、広域浜

プランに基づく製氷事業の広域的再編として、

①丸小漁協の製氷事業の廃止と平潟漁協への

製氷事業の集約、②平潟漁協から丸小漁協へ

の角氷の供給、③丸小漁協の貯氷庫の改修と

給氷への特化、④丸小漁協を中継地とした川

水産庁が推進する「浜の活力再生広域プラ

ン」（広域浜プラン）は、全国共通の課題である

漁船リース事業の実施とともに、各地域での

漁協横断的な課題の解決を標榜しており、各

種施設の統合再編もそのなかに数えられる。

今回は、製氷事業の再編に取り組む茨城県北

部広域浜プランを取り上げる。

1　茨城県北部沿岸漁業の概況

茨城県北部広域浜プランの主体となるの

は、北茨城市からひたちなか市までに所在す

る７漁協である。この地域の沿岸漁業は、シ

ラス船びき網と小型底びき網を中心としてい

る。シラス船びき網に関しては、これにほぼ

特化している経営体と漁具を使い分け他の漁

法も兼ねる経営体とがある。前者のほうが割

合として多くなる傾向がみられるが、後者の

ほうが経営的には安定していると言われてい

る。小型底びき網に関しては、雇用労働力の

確保が共通の課題となっている。これらの漁

船漁業経営体を中心に、沖合底びき網や大中

型まき網を含めた計385の経営体が広域浜プラ

ンに関与している。

2　製氷事業再編の経緯と実際の取組内容

茨城県北部広域浜プランの内容の中心は、

製氷事業の再編である。これまでの状況と広

域浜プランに基づく再編後の変化を対比した

のが第１図である。広域浜プラン以前は、７

漁協のうち５漁協が製氷事業を行っており、

研究員　亀岡鉱平

製氷事業の再編にみる漁協間の連携
─ 茨城県北部広域浜プラン ─

ア：不採算事業の廃止
・製氷事業の廃止
・給氷事業に特化

イ：製氷機能の集約
・角氷の増産
・製氷施設の改修

出所　「茨城県北部浜の活力再生広域プラン」3頁の図に一部加筆

第1図　茨城県北部広域浜プランに基づく製氷事業
の再編

平潟
漁協

広域浜プラン以前 丸小は久慈町・川尻へ角氷を供給、4漁協が単独で製氷事業を実施

エ：磯崎・那珂湊は、自家製氷が
    不足した場合、丸小から購入

ウ：大津は平潟が
    供給不足時の
    バックアップ

広域浜
プラン後

大津
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あることも明らかになった。

最大の課題は、新体制の継続性の問題であ

る。広域浜プランによって製氷の拠点が丸小

漁協から平潟漁協へ移行したことになるが、

平潟漁協は県最北に位置する漁協である一方

で、丸小漁協は茨城県北部のほぼ中間地点で

あり、さらに計３つの漁協を有する日立市に

位置している。この製氷拠点の遠方化や単価

の上昇ゆえに、継続性を不安視する意見が一

部に出ている。そのため、現在、丸小漁協が

一手に引き受けている氷の運搬や、バックア

ップとして位置づけられている大津漁協から

の供給等について、効率性や経費面を考慮し

た体制の見直しが今後生じる可能性がある。

4　漁協間をとりもつ調整役の重要性

広域浜プランでは、漁協横断的な取組みが

求められることから、漁協の間をとりもつ調

整役の役割が大きなものとなる。茨城県北部

の場合、その役割を担ったのは漁連と県等か

らなる事務局であった。上記のように、製氷

事業の事情の異なる複数の漁協について意見

集約しつつ一つの広域的なプランとして取り

まとめるというのは、労力を伴うものである

ことが推察される。今後製氷・角氷供給体制

に新たな変動が生じた場合にも、調整役とし

ての事務局の機能が求められることになるだ

ろう。

　＜参考文献＞
・ 市川康夫ほか（2012）「北茨城市平潟町における漁業地域
の構造変容」『地域研究年報』34号、 1～37頁

（かめおか　こうへい）

尻・久慈町両漁協への角氷供給網の構築、と

いう内容が漁連と県等からなる事務局の手に

よって取りまとめられた。事務局は、取りま

とめに当たって、新体制下での各組合事業の

採算性について試算を重ね、各漁協間の調整

役を担った。なお、新たな角氷供給網の構築

に当たっては、平潟漁協のみでは供給が不足

する場合のバックアップ拠点として大津漁協

が位置づけられ、また、製氷事業を維持する

磯崎漁協と那珂湊漁協は、自営生産のみでの

不足時には丸小漁協からの角氷提供を新たに

受けることになった。

広域浜プランが正式に策定されたのは2016

年８月だが、実際の取組みは先駆けて16年５

月から開始された。午前中に１日１回、シラ

ス漁のピーク時は数回、丸小漁協の職員が４

トントラックで平潟漁協に角氷を受け取りに

やって来る。漁協自営定置のある久慈町漁協

会瀬支所に対してのみ平潟漁協から角氷を直

接運搬している。プラン以前は丸小漁協から

角氷を購入していた川尻・久慈町の両漁協に

とっては、プラン後、角氷１本につき300円か

ら400円程度単価が上昇したことになるが、平

潟漁協の製氷施設改修に伴う効率化により今

後低減を図っていくこととされている。

3　新しい角氷供給体制は継続的か

現在のところ、広域浜プランに基づく製氷

施設の広域的再編は当初の枠組みどおり機能

しているように思われる。しかし、平潟漁協

および県担当者へのヒアリングから、課題が

（注）いわき地区の試験操業実施漁業者から、新たに
平潟漁協に氷の注文が寄せられるという現象もみ
られた。
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最近の調査研究から 当社の定期刊行物に掲載された論文を紹介するコーナー

農林金融2017年 9月号

農林金融2017年 8月号
EU加盟 6か国における農業所得構造の比較

（亀岡鉱平・平澤明彦）

EU加盟 6か国を取り出し、農業所得構造の比較

を行うと、①限られた面積において集約的で多投

入多産出な農業生産を行い、高所得で補助金依存

度も低いが利益率は高くなく、多額の負債を伴う

オランダ、②面積規模とともに、労働力量、投入

量、産出量いずれも小さく、所得額も低いが、産

出に対する純所得の割合が大きく、負債が少ない

スペイン・ポーランド、③これら 2者の中間的な

位置にある英国・ドイツ・フランス、といった各

国の農業経営の特徴を析出することができた。

これらの特徴は共通の営農類型においても保持

されており、各国固有の特徴が農業所得構造を強

く規定していると言える。さらに各国の特徴を規

定する要素の一つとして、土地資産額が挙げられ

る。

日本における食料安全保障政策の形成
（平澤明彦）

太平洋戦争以降における関連情勢の推移をたど

り、食料安全保障政策の形成を概観した。日本は

農地が不足し輸入依存のリスクを抱えており、食

料自給率はその指標である。終戦前後は輸入の

制約と凶作で食料配給の継続すら危うくなった。

1973年の大豆危機は平時の米国禁輸で生じ、市場

安定化措置や輸入安定確保策がとられ、大規模な

国際農業協力や世界食料需給モデルも導入された。

食料・農業・農村基本法では食料の安定供給の確

保が第一の基本理念となり、かつての緊急施策が

平素から不測時の程度に応じて整備され、また頻

度の高い様々な不安定要素の軽減策が拡充された。

日本は最低限必要な食料につき主権の及ぶ国内

の生産能力を維持してきたが、近年は脆弱化し、貿

易自由化と人口減少に対応した再編が必要である。

畜産部門における組織経営の進展と
農業労働力の変動

（若林剛志）

本稿は、農林業センサスから畜産部門の組織経
営の進展と労働力の変動について論じた。
畜産部門は農産物販売金額 1億円を超える農業

経営体の 7割以上を占め、組織経営の割合が高く、
各畜種の飼養はそれぞれの単一経営に集中してい
る。組織経営の進展とともに 1経営体あたりの常
雇人数も多く、特に中小家畜でその傾向がある。
労働力について、畜産部門の基幹的農業従事者

は若いが、75歳以上層の割合が上昇する一方で実
数は減少に転じるなど農業全体と類似の傾向も多
い。畜産部門の労働力の変動については、農業全
体と比べ高齢従事者への偏りが小さいことと、農
業の高齢化が進んでいると言われるなか、畜産部
門の年齢構成の変動は、15歳以上人口のそれと比
べ大きく変わらないことを示した。

品目別にみた農業生産構造の変化と
農協の営農支援体制について

（内田多喜生）

農林業センサスより2005年と2015年の農業経営
体を品目別に比較すると、経営体減少と 1経営体
当たり規模拡大はほぼ共通するが、生産が全体と
して減少するなか、畜産部門では増加した品目も
あった。また、生産構造変化に対応し農協管内の
生産組織は再編・統合等が進み、農協も営農指導
での人員体制維持と配置変更等に取り組んできた。

2030年までの農業生産構造の変化を試算すると、
家族経営体の減少と組織経営体増加はさらに進む
が、耕種部門では多くの品目で家族経営体が依然
生産の過半を占める結果となった。農協および農
協系統は、中小畜産等企業的経営が中心となると
みられる部門、野菜、果樹等、家族経営が依然中
心となるとみられる部門、それぞれに応じた営農
支援体制を構築していく必要があろう。
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最近の調査研究から 当社の定期刊行物に掲載された論文を紹介するコーナー

金融市場農林金融2017年 8月号
（外部寄稿）

イタリアの青果部門における
農協間ネットワークの構造と特徴
（鹿児島大学農学部 准教授　李　哉泫）

本稿では、イタリアの大規模青果農協が構築す
るネットワーク組織の構造と特徴を捉えた。取り
上げる二つの事例は、単協間の合併や青果加工事
業の導入をめぐる共同出資会社＝コンソーシアム
の設立を同時に進めてきたネットワーク組織で、
異なる組織構造を有しているほか、マーケティン
グ戦略でも相違がみられた。青果物の販売をめぐ
る競争が、農協ネットワーク間競争の様相を帯び
ている実態を垣間見ることができる。
単協にとってマーケティング戦略は、専門農協

の展開とりわけネットワークの選択を方向づける
キーファクターであり、ネットワーク組織におけ
る議決権は、単協自らのマーケティング戦略をネ
ットワーク組織に貫徹できる主要な手段である。

潮流 　ヨーロッパの国民意識における「変化」と
「不変」

情勢判断
（国内）
中速ギアへシフトアップした日本経済
（海外）
1　消費主導で景気拡大が持続する米国経済
2　個人消費は堅調だが、成長率は小幅鈍化へ
（中国経済）

分析レポート
1　異例な金融緩和の出口に向かうECB
2　取引先との長期的な絆の構築をめざす金融
機関

経済見通し
2017～18年度改訂経済見通し

2017年 9月号

潮流 　置き換えや絞り込みによる成長

情勢判断
（国内）
改善傾向を続ける国内景気
（海外）
1　ハト派化した印象を与えたイエレンFRB
議長の議会証言

2　17年下期は加速が予想される地方政府の
債券発行

分析レポート
1　浮かぶフランス？沈む英国？
2　地域別にみた企業倒産件数の動向
3　2016年度の地方銀行の決算動向と今後の
経営戦略

4　2016年度の住宅着工と住宅ローンの動向
5　サイクリング×地産地消でかすみがうらに
新風を

今月の焦点
地方創生「基本方針2017」の主なポイント

2017年 8月号

農林金融2017年 9月号
日本農業の実像と農業構造の展望

（清水徹朗）

2015年農業センサスによると、農業経営体は 5

年間で 2割近く減少したが、組織経営体や法人経

営が増加し、大規模経営と集落営農への農地集積

が進んでいる。農業就業人口と農業従事者は大き

く減少したが、定年帰農やＵターン、常雇いの雇

用者は増加している。

稲作経営は小規模層の減少と規模拡大が進んで

おり、稲作付面積に占める認定農業者の割合は

40.9％に増加したが、一方で作付面積 1 ha未満が

稲作経営全体の 7割を占めている。

農地集積と法人化の進展に伴って農地の面的集

積と労働力確保が課題になっている。また、農業

政策は農業成長産業化路線を転換し、資源循環や

地域社会、消費者との連携を重視する必要がある。
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あぜみち

国産材の利用促進に向けた取組

すてきナイスグループ株式会社 代表取締役会長　平田恒一郎

設計や施工支援を行っています。木造による
畜舎建築にも取り組んでいます。
また、自社で供給する住宅については、木

の良さを生かした木造一戸建住宅商品「パワ
ーホーム」を供給しております。構造用集成
材とオリジナル接合金物を使用した木造軸組
工法により国内最高ランクの耐震強度を標準
にすると共に、省エネ性や断熱性を高めるこ
とで長期優良住宅の認定基準を超える高い性
能を保持しながら、子育て世代にもお買い求
めいただきやすい価格を実現しております。
木材利用を促進するには「供給」面だけで

なく、安定した消費者ニーズの構築という「需
要」面を両輪として取り組んでいくことが重
要です。その意味で、木の効能や魅力、木材
利用の意義について、より多くの方々に啓発
していくことは重要な取組の一つです。弊社
グループでは、健康寿命の延伸に寄与し、環
境にも貢献する木を生かしたスマートウェル
ネス住宅について学べる体験型施設「スマー
トウェルネス体感パビリオン」を、横浜市と
慶應義塾大学との産官学連携による日本初の
施設として2015年10月に横浜市にオープンし
ました。同施設はスマートウェルネス住宅に
ついて見てふれて、感じて知ることのできる
体験型のパビリオンで、群馬県高崎市と新潟
県新潟市にも開設しています。
木をルーツとする弊社グループとしまして

は、木の価値を高め「木財」となるよう木材
の利用促進に努めていきたいと考えています。

（ひらた　こういちろう）

世界は今、気候変動の緩和を目指し、環境
性能に優れた最先端の素材である「木」に高
い関心を寄せています。かつて日本は荒廃森
林（はげ山）が多く木は貴重な資源でしたが、
政府による戦後の人工林育成が実を結び、現
在の森林蓄積は49億立方メートルに及んでい
ます。年間で１億立方メートル成長している
にもかかわらず、用材として使っているのは
2,100万立方メートルに留まっています。
CO2の吸収及び炭素の固定化のためには人

工林の若返りが必要です。2010年には「公共
建築物等木材利用促進法」が施行され、積極
的な木材利用が進んでいます。しかし、中・
大規模木造建築物に関する仕組みやノウハウ
はほとんど失われてしまっていたのが実態で
す。背景には、1959年に日本建築学会が決議
した「防火、耐風水害のための木造禁止」な
どがあります。こうしたことなどから、住宅
以外の建築物はほとんど木造で建てられなく
なり、木造建築は50年にわたり「冬の時代」
の中にあったのです。
弊社グループは、長年積み重ねてきた木材

流通の機能に、一戸建住宅からマンションま
でを手がけるノウハウを付加し、鉄筋コンク
リート造を基本としてきた建設会社や設計事
務所などに対して建築物の木造化・木質化に
向けたトータルソリューションを提供し、サ
ポートしています。これまでに学校や園舎と
いった教育施設をはじめ、医療施設、高齢者
施設、商業施設など、構造部だけでなく内装
にも木材をふんだんに使用した木造建築物の
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